
安
倍
内
閣
は
、

月

日
、

記
載
し
て
い
ま
す)

か
「
国
会
の
承
認
が
必
要
だ
」

わ
れ
た

日
に｢

憲
法
原
則

※
国
会
が
延
長
さ
れ
た

5

14

14

「
国
際
平
和
支
援
法
案
」（
新

安
倍
晋
三
総
理
は
、
自
衛

と
言
っ
て
い
ま
す
が
、
銃
撃

を
踏
み
に
じ
る
『
戦
争
法
制
』

場
合
は
以
後
も
継
続)

法
）
と
「
平
和
安
全
法
制
整

隊
の
派
遣
を
日
本
の
防
衛
か

戦
に
な
る
可
能
性
は
高
い
と

の
閣
議
決
定
に
抗
議
す
る｣

や
国
会
包
囲
行
動(

6

備
法
案
（

法
案
を
一
括
）
」

ら
「
国
際
貢
献
」
に
ま
で
幅

言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
し
、

と
題
し
た
中
央
委
員
会
声
明

月

日
・

日
予
定)

10

14

24

を
閣
議
決
定
し
、

日
、
国

広
く
想
定
し
、「
切
れ
目
な
く
」

「
重
要
影
響
事
態
法
案
」
の

を
発
表
す
る
と
と
も
に
、｢

戦

に
積
極
的
に
参
加
す

15

会
に
提
出
し
ま
し
た
。
こ
れ

派
遣
で
き
る
よ
う
に
す
る
意

中
に
は
「
緊
急
の
必
要
が
あ

争
法
制｣

を
阻
止
す
る
た
め

る
。
（
長
崎
高
教
組
と

ら
の
法
案
が
成
立
す
れ
ば
、

向
で
す
が
、
あ
ら
ゆ
る
派
遣

る
場
合
は
、
国
会
の
承
認
を

に
、
次
の
よ
う
な
と
り
く
み

し
て
も
多
く
の
代
表
を

「
専
守
防
衛
」
に
徹
し
て
き

が
「
日
本
の
平
和
と
安
全
に

得
な
い
で
」
と
あ
り
、
政
府

を
提
起
し
て
い
ま
す
。

派
遣
し
た
い
と
考
え
て

た
自
衛
隊
の
あ
り
方
が
変
わ

資
す
る
」
と
い
っ
た
あ
い
ま

の
判
断
で
自
衛
隊
の
活
動
が

Ⅰ

月

日
に
各
県
に
送

い
ま
す
。
参
加
を
希
望

6

1

り
、
戦
後
の
日
本
の
安
全
保

い
な
理
由
で
正
当
化
さ
れ
る

広
が
っ
て
い
く
余
地
が
大
き

付
予
定
の｢

戦
争
法
制
を

す
る
組
合
員
は
本
部
に

障
政
策
が
大
き
く
変
わ
る
こ

可
能
性
が
あ
り
、
日
本
を｢

海

く
残
さ
れ
て
い
る
の
で
す
。

許
さ
な
い｣

チ
ラ
シ
を
活

ご
連
絡
く
だ
さ
い
）

と
に
な
り
ま
す
。
具
体
的
に

外
で
戦
争
す
る
国｣

に
す
る
、

国
会
へ
の
法
案
提
出
前
に
ア

用
し
て
、
支
部
・
分
会
で

は
、
歴
代
政
府
が
憲
法

条

極
め
て
危
険
な
法
案
で
す
。

メ
リ
カ
政
府
に
法
律
の
成
立

の
学
習
を
す
す
め
る
。

｢

教
え
子
を
再
び
戦
場

9

の
も
と
で
否
定
せ
ざ
る
を
得

端
的
に
言
え
ば
、
海
外
で
の

を
約
束
す
る
よ
う
な
、
海
外

Ⅱ

｢

戦
争
法
制
を
許
さ
な

に
送
る
な｣

の
ス
ロ
ー
ガ

な
か
っ
た
集
団
的
自
衛
権
の

ア
メ
リ
カ
の
戦
争
に
参
加
し
、

派
兵
に
前
の
め
り
の
安
倍
総

い
全
国
教
職
員
投
票｣

(

仮

ン
を
掲
げ
て
き
た
教
職
員

行
使
に
踏
み
だ
す
と
と
も

自
衛
隊
が
敵
兵
と
接
触
す
る

理
で
す
か
ら
、
不
信
は
つ
の

称)

を
実
施
し
、
職
場
か

組
合
の
真
価
が
問
わ
れ
る

に
、
自
衛
隊
が
海
外
で
武
力

可
能
性
が
高
い
と
い
う
こ
と

り
ま
す
。
自
衛
隊
員
が
殺
さ

ら｢

戦
争
法
制
反
対｣

の
声

情
勢
に
な
っ
て
い
ま
す
。

を
行
使
す
る
こ
と
へ
の
歯
止

で
す
。
安
倍
総
理
は
、
そ
の

れ
る
こ
と
が
あ
っ
て
は
な
り

を
あ
げ
て
い
く
。(

詳
細

で
き
る
こ
と
は
全
て
や
り

め
が
大
き
く
緩
め
ら
れ
る
こ

よ
う
な
こ
と
が
な
い
よ
う
「
厳

ま
せ
ん
し
、
殺
さ
せ
る
こ
と

は
後
日
提
起
し
ま
す)

尽
く
し
て
、｢

戦
争
法
制｣

と
に
な
り
ま
す
。(

各
法
案

格
な
歯
止
め
を
法
律
案
の
中

も
あ
っ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

Ⅲ

国
会
前
連
続
座
り
込
み

の
成
立
に
ス
ト
ッ
プ
を
か

の
要
点
は
右
の｢

解
説
」
に

に
し
っ
か
り
と
定
め
た
」
と

全
教
は
、
閣
議
決
定
が
行

行
動
（

月

日
～

日

け
ま
し
ょ
う
。

6

15

24

【 解 説 】

最初に、「集団的自衛権行使容認の閣議決定」の際に定められた「武力行使の新３要
件」について復習しておきます。
○第１要件：我が国に対する武力攻撃が発生した場合、又は我が国と密接な関係にある
他国に対する武力攻撃が発生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自
由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある場合（「又は以以降の部分
を「武力攻撃事態法改正案」では「存立危機事態」と定める）。
○第２要件：国民を守るために他に適当な手段がなく、事態に対処するため武力の行使
が必要な場合。
○第３要件：武力の行使は、事態に応じ合理的に必要とされる限度でなければならない
こと（必要最小限度）。

これまでは、「我が国に武力攻撃がない限り武力の行使はできない」というのが、政
府が採用してきた「専守防衛」の考え方でした。

国際平和支援法案：この法律は「恒久法」です。これまでは「テロ対策特別措置法」な
ど期限付きの法律で自衛隊の海外派遣に対処してきました。これで自衛隊が「いつ
でも」海外に派遣できるようになります。また、「特措法」では自衛隊の活動を「非
戦闘地域」に限っていましたが、この法律では「現に戦闘行為が行われている現場
以外」としていて、「戦闘が予想される地域」でも活動が行えます。

平和安全法制整備法案（以下の 10法案を一括して 1本の法案にしたもの）
①武力攻撃事態法改正案：上述した集団的自衛権行使の「新３要件」を明記した法律で、

これにより集団的自衛権は「閣議決定」ではなく「法律」で定められることになり
ます。上述した「存立危機事態」を政府が認定して国会が承認したら、自衛隊は武
力行使ができるし、以下の個別法が発動されます。また、「密接な関係にある他国」
にはアメリカが比定されているので、アメリカの戦争に自衛隊が参加することにな
ります。一番の問題点は「存立危機事態」の認定基準です。この部分があやふやだ
ったことは、「集団的自衛権の閣議決定」の際の政府の説明において、安倍総理と
公明党で意見が分かれたことでも理解できると思います。

②重要影響事態法案（もとの周辺事態法）：「周辺事態法」では「我が国周辺」と規定し
て東アジアを想定していましたが、これを撤廃して、日本のために活動するアメリ
カ軍や他国軍（オーストラリアを想定）を「どこでも」支援することが可能になり
ます。また、周辺事態法では認めていなかった弾薬の提供なども行えるようになり
ます。

③ＰＫＯ協力法改正案：ＰＫＯ以外の、海外での国連が統轄しない「安全確保活動等（停
戦を監視したり治安を維持したりする活動）」にも自衛隊が参加できるようになり
ます。そのため、自分の身を守るためだけでなく、仕事を妨害する勢力排除のため
にも武器を使えるようにしています。

④自衛隊法改正案：「存立危機事態」において、他国を攻撃した国に反撃する防衛活動
ができるようになったり、平時に日本の防衛のために活動する米軍や他国軍の武器
・艦船の防護が可能になります。

⑤船舶検査法改正案：「重要影響事態」において、日本周辺以外で「敵性物資」を積載
した船舶に自衛隊が臨検を加えられるようにしています。

⑥海上輸送規制法改正案：「存立危機事態」において、攻撃国による武器弾薬や兵員の
海上輸送を自衛隊が規制できるようになります。

⑦米軍等行動円滑化法案（もとの米軍行動円滑化法）：「存立危機事態」においても、ア
メリカ軍や他国軍との情報交換や物品・役務の提供を、自衛隊ができるようになり
ます。

⑧捕虜取り扱い法改正案：「存立危機事態」などにおいて、拘束した捕虜の取り扱いを
国際法に基づいて規定しています。

⑨特定公共施設利用法改正案：「武力攻撃事態」において、米軍以外の他国軍も港湾や
飛行場などを利用することが可能になります。

⑩国家安全保障会議（ＮＳＣ）設置法改正案：ＮＳＣの審議事項に、「存立危機事態な
どへの対処」を追加しています。

｢戦争法案」ＳＴＯＰ！
戦争法案閣議決定に抗議する緊急集会

月

日
午
後

時
か
ら
長
崎
駅
前
高
架
広
場
に
て
安
倍
内
閣

5

14

6

が
「
戦
争
法
案
」
を
閣
議
決
定
し
た
こ
と
に
反
対
す
る
緊
急
集
会

が
開
催
さ
れ
、
主
催
者
発
表
で

人
が
参
加
し
ま
し
た
。

500

県
平
和
労
働
セ
ン
タ
ー
の
上

川
議
長
が
「
特
定
秘
密
保
護
法
、

集
団
的
自
衛
権
の
行
使
容
認
に

続
く
非
常
に
危
険
な
法
律
だ
」

と
批
判
。
政
府
が
関
連
法
案
を

「
平
和
安
全
法
制
」
と
呼
ぶ
こ

と
に
つ
い
て
「
日
本
は
先
の
大

戦
で
も
『
平
和
の
た
め
』
と
、

戦
争
に
突
き
進
ん
だ
」
と
指
摘

し
ま
し
た
。

高
教
組
前
委
員
長
の
大
場
県

労
連
議
長
も
憲
法
を
無
視
し
、

重
要
法
案
を
夏
ま
で
に
早
急
に

成
立
さ
せ
よ
う
と
す
る
安
倍
内

閣
の
姿
勢
を
厳
し
く
批
判
。
活

水
女
子
大
の
渡
邊
准
教
授
（
憲

法
学
）
は
す
で
に
長
崎
空
港
で

有
事
の
際
の
訓
練
が
行
わ
れ
、

そ
の
際
活
水
女
子
大
の
看
護
学

部
の
学
生
も
動
員
さ
れ
た
こ
と

を
紹
介
。
「
法
案
が
通
れ
ば
海

上
空
港
で
あ
る
長
崎
空
港
は
、

軍
事
転
用
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ

る
。」
と
危
機
感
を
示
し
ま
し
た
。

そ
の
後
も
参
加
者
か
ら
「
『
平

和
』
と
い
う
言
葉
を
隠
れ
蓑
に

し
た
『
戦
争
法
案
』
」
「
安
倍
総

理
の
や
っ
て
い
る
こ
と
は
ヒ
ト

ラ
ー
と
同
じ
。
戦
前
回
帰
だ
。
」

「
安
倍
総
理
は
簡
単
に
自
衛
隊

を
派
遣
す
る
と
言
う
が
、
自
衛

隊
員
と
い
う
若
者
を
戦
場
に
送

り
込
む
こ
と
と
を
他
人
事
と
考

え
て
い
る
。
」
と
厳
し
い
批
判
が

続
き
ま
し
た
。

最
後
に
参
加
者
全
員
で
「
戦

争
法
案
は
許
さ
な
い
。
」
の
団
結

ガ
ン
バ
ロ
ー
で
締
め
く
く
り
ま

し
た
。

高
教
組
か
ら
は
平
日
の
夕
方
、

緊
急
の
要
請
に
も
か
か
わ
ら
ず

長
崎
支
部
、
諫
早
支
部
を
中
心

に

人
が
参
加
し
ま
し
た
。
教

18
職
員
と
し
て
今
や
ら
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
姿
勢
を
示
し
ま
し
た
。
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月

日
付
け
の
高
教
組

っ
て
い
ま
す
。

で
す
。
評
価
結
果
が
教
職
員

ク
に
応
じ
て
賃
金
に
差
を
つ

4

30

速
報
第

号
、

月

日
付

「
目
標
管
理
制
度
」
は
、

に
公
表
さ
れ
る
こ
と
は
な
い

け
る
と
い
う
も
の
で
す
。
評

2

5

1

け
の
高
教
組
新
聞
で
お
伝
え

「
教
職
員
が
年
度
当
初
に
自

の
で
す
が
、
毎
年
行
わ
れ
て

価
を
も
と
に
し
た
成
績
主
義

し
た
よ
う
に
、
「

春
闘
教

ら
目
標
を
設
定
し
、
そ
の
目

い
ま
す
。

賃
金
に
よ
り
物
言
わ
ぬ
教
職

15

育
長
交
渉
」
で
県
よ
り
、「
人

標
に
向
け
て
取
り
組
ん
だ
結

そ
し
て
、
「
目
標
管
理
」
と

員
づ
く
り
や
総
人
件
費
の
抑
制

事
評
価
制
度
の
適
用
拡
大
」

果
を
年
度
末
に
自
己
評
価
す

「
勤
務
評
価
」
の
評
価
結
果

を
目
的
と
し
て
い
る
こ
と
は

に
つ
い
て
「
今
後
協
議
を
行

る
」
も
の
で
す
。
こ
れ
を
も

は
、
制
度
上
「
研
修
や
人
事

明
ら
か
で
す
。

い
た
い
」
と
文
書
回
答
が
あ

と
に
、
管
理
職
と
年
間
目
標

異
動
」
に
活
用
さ
れ
る
と
な

※
総
務
省
が
示
し
て
い
る｢

国

り
、
「
成
案
が
で
き
次
第
、

等
に
つ
い
て
面
談
を
行
っ
て

っ
て
い
ま
す
。

の
人
事
評
価
制
度
及
び
評

提
案
し
た
い
」
と
、
県
は
成

い
ま
す
。

県
教
委
の
具
体
的
な
提
案

価
結
果
の
活
用
の
基
本
的

績
主
義
賃
金
導
入
の
姿
勢
を

「
勤
務
評
価
制
度
」
は
、

内
容
は
ま
だ
不
明
で
す
が
、

な
枠
組
み
」
で
は
、
Ｓ
～

明
ら
か
に
し
ま
し
た
。

「
校
長
等
の
評
価
者
が
教
職

現
行
の
「
目
標
管
理
」
と
「
勤

Ｄ
の
五
段
階
で
評
価
す
る

現
行
の
「
人
事
評
価
制
度
」

員
の
職
務
全
般
に
基
づ
き
客

務
評
価
」
を
も
と
に
管
理
職

こ
と
や
、
評
価
結
果
を
被

は
、
「
目
標
管
理
制
度
」
と

観
的
に
評
価
を
行
う
」
も
の

が
教
職
員
一
人
ひ
と
り
の
働

評
価
者
に
開
示
す
る
こ
と

「
勤
務
評
価
制
度
」
か
ら
な

で
す
。
い
わ
ゆ
る
「
勤
評
」

き
ぶ
り
を
評
価
し
て
ラ
ン
ク

が
明
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

人事評価制度を
賃金にリンクする!?

自
己
申
告

目標管理
シート

校長と面接

校長から
県教委に報告

賃金に
リンク

一方で

人
事
評
価
の
賃

金
リ
ン
ク
に
つ
い

て
、
特
に
問
題
に

す
べ
き
ポ
イ
ン
ト

は

以

下

の

点

で

す
。

職
場
が
バ
ラ
バ
ラ
に

子
ど
も
や
父
母
・
地
域
が
多
様
化
し
て
き
た
こ
と
を
一
つ
の
要
因
と
し

て
、
教
育
困
難
な
状
況
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。
厳
し
い
状
況
に
対
応
す
る

た
め
に
は
、
教
職
員
一
人
で
の
力
で
は
限
界
が
あ
り
、
教
職
員
の
チ
ー
ム

ワ
ー
ク
、
教
職
員
の
「
協
働
」
が
ま
す
ま
す
重
要
に
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
成
績
主
義
賃
金
が
導
入
さ
れ
れ
ば
、「
Ｓ
」「
Ａ
」「
Ｂ
」「
Ｃ
」

「
Ｄ
」
の
よ
う
な
形
で
教
職
員
一
人
ひ
と
り
の
ラ
ン
ク
付
け
が
さ
れ
ま
す
。

そ
し
て
、
従
来
の
「
勤
務
評
価
」
と
違
っ
て
一
人
ひ
と
り
に
そ
の
ラ
ン
ク

（
評
価
）
が
開
示
さ
れ
ま
す
。
同
じ
職
場
で
協
力
し
な
が
ら
働
い
て
い
る

中
で
、
一
人
ひ
と
り
を
ラ
ン
ク
付
け
す
る
こ
と
が
職
場
の
チ
ー
ム
ワ
ー
ク

に
ど
ん
な
影
響
を
及
ぼ
す
か
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

公
平
・
公
正
な
評
価
は
ム
リ

「
教
職
員
の
仕
事
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
の
か
。
進
学
実
績
等
の
目

に
見
え
る
『
成
果
』
だ
け
で
評
価
す
れ
ば
教
育
が
ゆ
が
む
」
等
と
高
教
組

が
批
判
し
こ
と
に
対
し
て
、
教
育
長
は
「
評
価
は
公
平
・
公
正
に
し
な
い

と
い
け
な
い
」
、
「
進
学
実
績
等
が
評
価
の
本
筋
だ
と
は
思
っ
て
い
な
い
」

な
ど
と
述
べ
ま
し
た
。

し
か
し
、
人
が
人
を
評
価
す
る
の
は
も
と
も
と
難
し
く
、
特
に
学
校
で

の
教
育
活
動
は
多
く
の
教
職
員
の
チ
ー
ム
で
取
り
組
ま
れ
て
い
ま
す
。
そ

の
た
め
個
々
の
教
職
員
の
成
果
・
業
績
を
数
値
で
測
っ
た
り
、
評
価
す
る

こ
と
は
き
わ
め
て
困
難
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
何
を
も
っ
て
教
職
員

の
成
果
・
業
績
と
す
る
の
か
、
み
ん
な
が
納
得
す
る
指
標
は
考
え
ら
れ
ま

せ
ん
。
し
か
も
、
評
価
を
す
る
の
は
管
理
職
で
す
。
管
理
職
が
一
人
ひ
と

り
の
教
職
員
の
全
て
の
活
動
（
仕
事
）
を
把
握
す
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ

り
、
見
え
な
い
と
こ
ろ
で
努
力
し
て
い
る
部
分
は
評
価
で
き
ま
せ
ん
。

『
が
ん
ば
っ
た
人
に
報
い
る
制
度
』

に
は
な
ら
な
い

教
育
長
は｢

が
ん
ば
っ
た
人
に
報
い
る
制
度｣

な
ど
と
説
明
し
て
い
ま
す

が
、
賃
金
に
反
映
す
る
場
合
は
必
ず
、｢

Ｓ｣

や｢

Ａ｣

等
の
賃
金
が
上
が
る

部
分
の
割
合
が
数

～

程
度
に
決
め
ら
れ
、｢

が
ん
ば
っ
た
人｣

全
員

%

30
%

に
報
い
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。｢

が
ん
ば
っ
た
人
に
報
い
る｣

の
が
本
質

で
は
な
く
、
ラ
ン
ク
付
け
す
る
こ
と
が
本
質
で
す
。
ま
た
、
「
が
ん
ば
っ
た

人
」
と
い
う
の
は
ど
ん
な
人
な
の
か
、
公
平
・
公
正
な
評
価
は
困
難
で
、

表
に
見
え
る
部
分
だ
け
で｢

が
ん
ば
っ
た
」
と
評
価
す
る
こ
と
に
な
れ
ば
教

育
活
動
を
ゆ
が
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

学
校
と
教
育
を
破
壊
す
る
成
績
主
義
賃
金

問題点その１問題点その２問題点その３

(2) 第1588号 2015年5月15日(金) 長 崎 高 教 組 新 聞 昭和35年8月11日第三種郵便物認可 毎月1日、15日発行


